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『コロナ禍下の日本の食品産業の変貌』

―日本の食品産業はどうなるのか？―
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はじめに

2019 年 12 月、中国武漢市で発生した『COVID-19；新型コロナヴィールス感染症』は

またたく間にヨーロッパ、アフリカ、米国、南米諸国、アジア諸国、そして日本に伝染し、

2021 年 6 月には、その感染者は全世界で１億 7000 万人、死者数は 352 万人となった。7

月から開催されたオリンピックに大きな障害となった。一方、コロナ禍下での日本経済

は悪化し、サプライチェーンがズタズタとなり、大きな変革を向かえようとしている。果

たして、日本の食品産業はどうなるのか？

令和 2年（2020 年）の日本の名目 GDP（国内総生産）は 539 兆 3135 億円で、コロナ禍

前より▲3.9％（実質 GDP で▲4.8％）であった。令和 3 年（2021 年）の 10 月現在では、

さらに、日本経済は悪化し続けている。

名目GDP、実質GDP及び民間最終消費支出の推移
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以上の現状下で、一番の落ち込みのひどい外食産業から見てみたい。

2019 年（令和元年）の日本の食品産業の市場規模は外食産業 29 兆 9650 億円、中食の

市場規模 3兆 3534 億円、内食（食品製造加工業）の市場規模は 48 兆円である。

2019 年（令和元年）の食品産業の市場規模は約 81 兆円

・外食（レストラン、バー＆クラブ、料亭） 30 兆円

・中食（給食業界） 3.3 兆円

・内食（食品加工） 48兆円

外食産業の構成図



今回のコロナ禍の影響を一番受けたのはアルコールを売っているお店である。（前年比

49％の落ち込みであった）

次に、給食業界は外食産業の 13.9％（３．３兆円）の規模で、コロナ禍の影響は比較的

軽微であった。

中食の構成図

集団給食（2019）
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令和 2 年（2020 年）外食産業の業態別売り上げ動向の推



ここで、その食品販売形態を見てみると、在宅での仕事にシフトした影響がもろに

でており、デパートの食料品売り場の落ち込みがひどく、逆に食品スーパーの売り上げ

が大きく伸びている。

デパート、スーパー、コンビニエンスストアの食品販売額指数の推移
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では、加工食品の売り上げ（内食）を見てみよう。

特に、惣菜市場は年々歳々、拡大傾向にあり、今回のコロナ禍は売り上げを大きく

拡大した。

（参考資料）家計に占める食品支出の割合は生鮮品 31.6％（前年比 2.0％増）、加工食品

30.5％（前年比 1.3％増）、調理食品 14.1％（前年比 0.3％増）、飲料・アルコール 10.2％

（前年比 0.2％減）、外食 12.5％（前年比 4.4％減）（2020 年）

惣 菜 市 場 規 模 の 推 移

家計消費における食料品・外食支出額構成比の推移



１．COVIT-19 が日本の食品産業をどう変えたか？

日本の『COVID-19；新型コロナヴィールス感染症』は、2019 年 12 月より 2020 年 8 月

2 日に至るまで 5回の「異常事態宣言」が内閣府より発出されてきた。第一次異常事態宣

言では国民に外出制限が徹底されたが、第 4次異常事態宣言以降では、国民が慣れっこに

なっており、コロナ感染者が全然、減らない状態で、オリンピックが観客ゼロで開催する

こととなった。

そして、インド型（デルタ型）が 20～30 代中心に蔓延し、政府 2021 年 8 月 12 日第 5波

の到来とし、首都圏、関西圏、中京圏に緊急事態宣言を発出した。

パラリンピックが始まり,8 月 26 日には、政府は全国 21 都道府県に『緊急事態宣言』、

『蔓延防止措置』を発令した。医療提供体制も「災害時の状態に近い局面」と指摘した。

2021 年 9 月 30 日、政府は『緊急事態宣言』、『蔓延防止措置』を全面解除に踏み切った。

その後、“三密防止の徹底”と“マスク着用”が徹底し、さらに、ワクチン注射が順調に

進み、60 歳台はほぼ 90％、20～30 歳台のワクチン接種が進み、全国民の 60％以上が 2度

のワクチン注射を完了するようになり、全国の感染者数が激減していった。同時に、医療体

制のコロナ専用病院、病室の整備も進み、第 6波来襲の対応策も着々と進んだ。

2022 年 1 月に入ると、イギリスで新型タイプヴィールス感染症“オミクロン”が発生し、

アッという間に全世界に拡大した。日本でも 1 月中旬以降、１週間で数倍の割合で発生し、

２月上旬には約 10 万人を超すまで感染拡大した。まさに、第 6波の襲来です。政府は 35

道府県に「蔓延防止等重点措置」を次々と発出した。

新聞記事 2021.8.26 日本経済新聞



政府は経団連に対して 70％のテレワーク体制づくりを依頼した。それに対応して、

企業は在宅でのテレワーク作業にできるだけ切り替えた。そのため、自宅が会社となり、

作業場となった。昼飯は自宅で済ませ、夜の会合もなくなり、外食が極端に減った。

自宅での食事（内食）は食材や総菜をスーパーマーケットや百貨店の総菜コーナーに

買い出しが大幅に増大した。同様にして、通信販売での総菜が大盛況となっている。

余談ではあるが、サラリーマンのスーツ等が売れず、自宅で着れる普段着が売上を

伸ばしている。また、家電量販店ではパソコン類やクーラー・冷蔵庫がよく売れている。

中古住宅の換い買え需要や中古車市場が活況を呈している。総じて、人に関係するサー

ビス産業が不振である。なかでも、最悪の危機に瀕しているのが居酒屋、バー、クラブ、

スナック等のお酒が中心の「外食産業」であり、次いで、航空機、鉄道、タクシー等の「運

輸業」、また、ビジネスホテルや観光旅館等の「観光・宿泊業」である。

小売業の令和２年の業態別販売額は百貨店が４兆7000億円で前年比▼25.4％と大幅に

減少、スーパーマーケットが 14 兆 8000 億円で△13.0％と増加、CVS が 11 兆 6000 億円で

▼4.9％と減少、通信販売が令和元年８兆 9000 億円で前年比△8.5％と増加した。令和２

年はそれを上回る販売増と思われる。

1-1.外食産業は？

外食産業が一番のダメ-ジを受けており、約 4万 5000 店が廃業に追い込まれた。大手

居酒屋チェーン 14 社では 2019 年 12 月末 7200 店舗が、2021 年 3 月には 6152 店（▼1048

店舗、▼14.5％）となった。（東京商工リサーチ 2021.7.8 公開日付）

2020 年度の外食産業市場動向

全体では▼16.7％（前年度比）、

「パブレストラン/居酒屋」で▼49.0％、

「ディナーレストラン」で▼36.6％、

「喫茶」で▼32.8％、

「ファミリーレストラン」で▼22.6％、

「ファーストフード」で▼6.9％

一般社団法人「日本フードサービス協会」調べ

一番被害の少なかったのは「テイクアウト」、「デリバリー」方式で販売している業態であ

った。例外的には、「ピザデリバリー」は前年比△６％増と好調な業態であった。



新型コロナウィールス感染拡大以降の「外食需要」は「テレワーク」、「３密防止」で

業態・店舗条件が次の 4条件が標準化してきた。

① 「繁華街立地」⇒「郊外立地」、

② 「店内飲食」⇒「テイクアウト・デリバリー」、

③ 「ディナー」⇒「ランチ」、

④ 「大人数宴会」⇒「少人数利用」

★余談ではあるが、デリバリー会社１3 社が集まり、「配送トラブル」を防止するため、

『JaFDA』を設立した。

1-2.中食産業は？

中食の定義：調理済の弁当・惣菜を自宅で食する。

給食業界は産業給食が激減したが、介護食は変わらず、病院食は大幅に増加した。

惣菜は冷凍・レトルト食品が好調で、食品スーパー、コンビニで売上が大きく伸びた。

1-3.内食産業（加工食品）は？

内食の定義：調理加工された惣菜に人手間かけて食する。

その際のキーワードは「おいしさ」、「価格」、「メニュー」、「賞味期限」である。

加工食品の 2020 年度の主力カテゴリーは

① 「米飯類」4兆 2396 億円（前年比▼10％）

② 「袋物惣菜」8396 億円（前年比+3.5％）

③ 「調理麺」7998 億円（+16.3％）

④ 「冷凍食品」3749 億円（+18.5％）⇒テイクアウトの外食業界からの要望強し。

外食向けの加工食品の売り上げが激減したが、一般家庭向けが増大した。

1-4.食品流通業は？

① スーパーは？ ⇒ 一般惣菜が好調。

② コンビニ店は？ ⇒ 都心部のコンビニの売り上げは大きく下げた。

③ 卸市場は？ ⇒ 魚、野菜、肉等の生鮮食品の売り上げが大きく停滞。

④ 商店街は？⇒ 観光客がいなくなり、シャッターが多くのお店で降ろされた。



⑤ 配送・倉庫は？ ⇒ 新たな物流として「テイクアウト（出前）」が大きく飛躍し

た。（2020 年度市場規模：6264 億円；前年比+49.7％UP）

⑥ 外食向け食材の物流が大きく落ち込んだ。

1-5.農作物・水産物生産者は？

生鮮食物の生産者は外食向けの大口ユーザーからの発注が止まり、在庫過剰と

なり、廃棄処分が増大した。

1-6. 食品卸市場、食品倉庫（常温倉庫・冷凍倉庫）、配送・輸送業者は？

豊洲中央市場の停滞はじめ、地方の卸売場では荷動きが鈍くなり、食品倉庫は冷凍

マグロで満杯となった。

1-7.食品の輸出・輸入は？

海外からの引き合いが激減し、輸出はストップした。食材輸入も海外の生産者が

コロナ禍のため、生産できず、配送もできず、激減しており、困窮している。

2.パンデミック後の食品産業はどう変わっていくか？

今回のコロナ禍で消費者動向が大きく変わった。まず、「日持ち」のするもの、次に「冷

凍・レトルト食品の進化」で「保存」と「利便性」を獲得。外での食事を控え、自宅、職場

で食べられる「テイクアウト」が大きく飛躍、そして、食品スーパーの得意分野、すぐ食べ

られるもの「即食化」が挙げられる。更に、「家庭では作りずらい惣菜」、「野菜の多く含ま

れる惣菜」、「栄養バランスのとれた惣菜」が今後の消費者ニーズではないだろうか。そうい

う意味で「Ready to Cook」で「ロングライフ」の 2大要素満たしてくれる『ミールキット』

が評判を呼んでいる。

㈱ケイノーツ代表取締役の竹田クニ氏がパンデミック後の食品産業の傾向を以下のよう

な分析をされている。

消費者の原点には『消費者の価値観の変化』にあると 1970 年代～2010 年代の 50 年間の

分析基準をまとめられている。



消費者の方向性は『本物志向』、『極み志向』、『文化志向』に沿ったものが脚光を浴びて

きている。例えば、「本物志向の高級食パン」、「極み志向のせんべい」、「和風厚焼き玉子」

等々が挙げられる。つまり、『価値と価格』が正当に評価されたものが売上を伸ばしてきて

いる。

パンデミック後の消費傾向はたっぷりと時間をかけて『おいしいもの』を探す。そして、

70～90 年代中期 ・おいしいものを作れば売れる 高度経済成長

モノ消費 ・流行にに乗れば、儲かるフォーマットを バブル期

＝have 拡大すれば儲かる

3種の神器、イタ飯、ブランドバック

2000 年代初期～ ・モノを売るんじゃなくて、体験を売る 90年代後半~

コト消費 ・特別な体験や人間関係を深めるため 失われた 20年

＝do イベント、女子会、オフ会

2010 年代～ ・健康維持、環境保全、地域活性、他者支援

イミ消費 ・歴史や文化への共感、 特に震災以降

納得＝be ・自分のライフスタイルを表現

イートグット、無農薬、無化学調味料、手作り、

ふるさと納税、寄付付き商品、クラウドファンデイング、

カーボンオフセット、フェアトレード

消費者の価値観の変化（1970 年～2010



『COVID-19；新型コロナヴィールス感染症』は世界の人口を 15 億人減らし、世界

経済を大混乱させた。2021 年 6 月 13 日 G7コーンウォール・サミットの合意事項に

① 2022 年までにパンデミック終息の目標設定：10 億回分のワクチン供与体制。

② 経済支援の継続。経済回復の中心はグリーン及びデジタル分野での変革。

国内政策として菅内閣は次の対応策を掲げた。

大前提政策は「新型コロナヴィールスの感染拡大防止と経済活動の両立を目指す」

具体的には次の 5項目を挙げている。

１．新型コロナヴィールス対策：⇒ 2022 年のワクチン確保。

２．行政のデジタル化：

⇒ 『デジタル庁の創設』により地方自治体のシステム統一・標準化

３．地域金融機関の再編： ⇒ 中小企業への資金需要に対応

４．医療・社会保障の再編： ⇒ 助成拡大方針 ⇒ 所得制限の撤廃、不妊治療にも

保険適用

５．グリーン政策として「地球温暖化政策」で「温暖化ガス排出」を 2030 年までに

▼46％削減目標

★（注）パンデミックが⻑引くにしたがって、中⼩企業は「緊急⾚字補填」から「本業

支援」となり金融機関からの「借入」が急増、コロナ禍の終焉後の「返済倒産」が予想

される。


